[bookmark: _j20qygxyezp9]海外渡航に関する確認書
（留学エージェント・留学支援会社向け）

留学希望者又は渡航予定者　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、留学エージェント又は留学支援会社　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、乙が甲に提供する海外留学、語学研修、ワーキングホリデーその他の海外渡航に関する支援サービス（以下「本サービス」という。）について、渡航に必要な手続、渡航条件、安全管理、費用負担及び責任範囲等を明確にするため、次のとおり確認する。

[bookmark: _3mhs4o362shu]第1条（目的）
1. 本確認書は、甲が海外渡航を行うにあたり、必要となる渡航書類、査証、入国条件、健康管理、安全対策その他の重要事項について、甲乙双方の認識を明確にし、渡航前後のトラブルを防止することを目的とする。
2. 本確認書は、甲乙間で別途締結する留学支援契約、留学手配契約、申込書、利用規約その他の契約書類（以下「関連契約」という。）を補完するものとする。
3. 本確認書と関連契約の内容が異なる場合は、法令に反しない範囲で、甲乙が個別に合意した条件を優先する。ただし、本確認書によって甲の法令上の権利が不当に制限されるものではない。

[bookmark: _7g20lpjf49s6]第2条（渡航予定内容）
甲が予定する海外渡航の内容は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	渡航者氏名
	

	渡航先国・地域
	

	渡航先都市
	

	渡航目的
	□ 語学留学　□ 正規留学　□ ワーキングホリデー　□ インターンシップ　□ その他

	渡航予定日
	年　　月　　日

	帰国予定日
	年　　月　　日

	留学先・受入機関
	

	滞在先
	□ 学生寮　□ ホームステイ　□ 賃貸住宅　□ その他

	渡航期間
	か月・週間

	緊急連絡先
	


2. 渡航予定内容に変更が生じた場合、甲は速やかに乙へ通知するものとする。
3. 渡航先の法令、受入機関の事情、航空便の運航状況その他の事由により、渡航予定内容が変更される場合があることを甲は確認する。

[bookmark: _lt12wxpr3kqf]第3条（旅券及び渡航書類）
1. 甲は、海外渡航に必要な旅券（パスポート）を自己の責任において取得し、渡航先国・地域が求める残存有効期間及び必要な条件を満たしていることを確認する。
2. 甲は、旅券の氏名、生年月日、国籍その他の記載事項が、航空券、査証、入学許可書その他の渡航書類と一致していることを確認する。
3. 旅券の有効期限切れ、記載内容の不一致、紛失、破損その他甲の責めに帰すべき事情により渡航できなかった場合、その結果については、乙の責めに帰すべき事由がある場合を除き、甲が責任を負う。
4. 乙が渡航書類の確認又は申請支援を行う場合、その業務範囲は関連契約に定めるものとし、法令上の資格又は許可を要する業務については、適法な範囲で実施する。

[bookmark: _z7tns879m7op]第4条（査証及び入国許可）
1. 甲は、渡航目的、滞在期間及び渡航先国・地域の制度に応じて、必要な査証、電子渡航認証、滞在許可その他の手続を行う必要があることを確認する。
2. 査証等の発給、更新、変更又は入国許可の可否は、渡航先国・地域の政府機関、入国審査機関その他の権限を有する機関の判断による。
3. 乙は、査証等の取得又は入国許可を保証するものではない。ただし、乙が引き受けた申請支援業務については、関連契約に従い適切に履行する。
4. 甲は、査証等の申請に必要な情報及び書類を正確かつ適時に提出するものとし、虚偽申告、提出遅延又は必要書類の不足によって生じた不利益について、甲の責めに帰すべき範囲で責任を負う。
5. 査証等が不許可となった場合のサービス料金、学校費用その他の返金又はキャンセル料については、関連契約及び各サービス提供機関の適用条件に従うものとする。

[bookmark: _i2va4lc8whea]第5条（入国条件及び滞在資格）
1. 甲は、渡航先国・地域における入国条件、滞在資格、就学条件、就労制限、滞在期間その他の法令上の要件を遵守する。
2. 甲は、渡航目的に適合しない活動、許可されていない就労、滞在期間の超過その他の法令違反を行わないものとする。
3. 滞在資格の維持に必要な出席率、就学状況、就労条件、住所登録その他の要件がある場合、甲はこれらを遵守する。
4. 乙は、甲に対して本サービスの範囲内で必要な情報提供を行うものとするが、甲自身による法令遵守義務を代替するものではない。

[bookmark: _xz68vpry5bm4]第6条（航空券及び交通手段）
1. 甲は、航空券の予約内容、搭乗日時、出発地、到着地、乗継条件及び手荷物制限等を確認する。
2. 航空便の遅延、欠航、運休、経路変更その他の運航上の事情については、航空会社その他の運送事業者の定める条件が適用される。
3. 航空券の変更、取消し又は再購入に伴う費用は、当該費用の発生原因、運送事業者の規約及び関連契約に従って負担者を決定する。
4. 乙が航空券の手配を行う場合、手配内容、手数料、取消条件及び責任範囲を事前に甲へ説明するものとする。
5. 航空券その他の旅行サービスの手配について法令上の登録等を要する場合、乙は適用法令に従い業務を行うものとする。

[bookmark: _8fpzcovl7u5a]第7条（留学先及び受入機関）
1. 甲は、留学先又は受入機関の入学条件、授業内容、受講期間、出席要件、学則及び生活上の規則等を確認する。
2. 入学許可、コース変更、授業の実施方法、成績評価及び修了認定等は、原則として留学先又は受入機関の定める基準に従う。
3. 乙は、関連契約で保証した事項を除き、特定の学校への入学、学業成績、語学力の向上、資格取得又は就職等の結果を保証するものではない。
4. 留学先の閉鎖、授業内容の変更、講師の変更その他受入機関の事情により留学計画に影響が生じた場合、乙は本サービスの範囲内で甲への情報提供及び必要な調整に協力する。

[bookmark: _oofj9l7vaanq]第8条（滞在先及び生活環境）
1. 甲は、滞在先の所在地、設備、利用条件、生活規則、費用及び退去条件等について、事前に確認するものとする。
2. ホームステイ、学生寮、シェアハウスその他の滞在施設では、生活習慣、文化、食事、設備、同居者その他の環境が日本国内と異なる場合があることを甲は理解する。
3. 甲は、滞在施設の規則を遵守し、施設又は第三者に損害を与えた場合には、法令及び適用される契約条件に従って責任を負う。
4. 滞在先に衛生上又は安全上の問題が発生した場合、甲は速やかに滞在施設の管理者及び乙の指定する連絡先へ報告する。
5. 乙が滞在先の紹介又は手配を行う場合、その業務範囲に応じて適切な情報提供及び問題解決への協力を行うものとする。

[bookmark: _tcl7ik33iegd]第9条（健康状態及び医療対応）
1. 甲は、海外渡航及び滞在に支障を生じさせる可能性のある健康上の事情について、必要に応じて医師その他の医療専門職へ相談するものとする。
2. 甲は、渡航先国・地域の入国条件、感染症対策、予防接種、医薬品の持込み規制その他の健康及び医療に関する条件を確認する。
3. 持病、アレルギー、服薬その他の事情により渡航中に特別な配慮を必要とする場合、甲は必要な範囲で乙又は受入機関へ相談することができる。
4. 甲は、海外の医療制度、医療費、救急搬送制度及び医療機関の利用方法が日本国内と異なる場合があることを確認する。
5. 乙は、医療行為又は医学的判断を行うものではなく、医療上の問題が発生した場合には、必要に応じて現地医療機関等への連絡支援を行う。

[bookmark: _xa3c6ye0rk2f]第10条（海外旅行保険及び補償）
1. 甲は、渡航期間、渡航目的及び現地で予定する活動に応じて、適切な海外旅行保険、留学生保険その他の補償制度への加入を検討する。
2. 留学先又は渡航先国・地域において保険加入が義務付けられている場合、甲は当該条件を満たす保険に加入する。
3. 甲は、保険の補償対象、補償限度額、免責金額、適用除外事項及び保険金請求手続等を確認する。
4. 疾病、事故、盗難、携行品の破損、賠償責任その他の損害について、保険金が支払われるか否かは、保険契約の内容及び保険会社の審査による。
5. 乙が保険の紹介又は加入支援を行う場合、法令上必要な資格又は権限の範囲内で実施するものとする。

[bookmark: _1fa5164p60rl]第11条（現地の安全管理）
1. 甲は、渡航先国・地域の治安、犯罪発生状況、自然災害、交通事情、感染症その他の安全情報を確認する。
2. 甲は、日本国外務省、現地政府機関その他の公的機関が公表する安全情報を参考に、適切な安全対策を講じるものとする。
3. 甲は、現地法令及び社会規範を遵守し、危険地域への立入り、違法薬物の使用、無許可の就労その他の危険又は違法な行為を行わないものとする。
4. 乙は、関連契約に定める範囲で安全情報の提供及び注意喚起を行う。
5. 乙は、甲の安全を無条件に保証するものではないが、乙の責めに帰すべき事由により甲に損害が生じた場合の責任を免れるものではない。

[bookmark: _f527a84wr4mc]第12条（緊急事態への対応）
1. 甲は、事故、疾病、犯罪被害、自然災害、政情不安その他の緊急事態が発生した場合、現地の警察、消防、医療機関、日本国大使館又は総領事館等へ必要に応じて連絡する。
2. 甲は、緊急事態が発生した場合、合理的に可能な範囲で速やかに乙又は乙が指定する緊急連絡先へ報告する。
3. 乙は、本サービスの範囲内で、甲への情報提供、関係機関への連絡及び必要な支援に協力する。
4. 緊急帰国、医療搬送、宿泊延長、交通手段の変更その他の費用については、保険契約、関連契約及び当該費用の発生原因に応じて負担者を決定する。
5. 乙が24時間対応その他の緊急支援サービスを提供する場合、その対応時間、連絡方法及び支援範囲を別途明示する。

[bookmark: _75r3dpnsmxt5]第13条（費用及び追加負担）
1. 甲は、海外渡航に必要となる費用について、乙から提供される見積書、料金表及び関連契約を確認する。
2. 渡航に伴う主な費用には、次のものが含まれる場合がある。
· 留学支援サービス料金
· 入学金及び授業料
· 航空券及び交通費
· 査証申請費用
· 海外旅行保険料
· 宿泊費及び生活費
· 教材費及び施設利用料
· 現地交通費及び通信費
· その他渡航に必要な費用
3. 為替相場の変動、現地物価の上昇、税制変更、学校料金の改定その他の事情により、当初の見積額と実際の支払額が異なる場合がある。
4. 乙は、甲に追加費用が発生することを把握した場合、合理的に可能な範囲で事前に甲へ通知し、必要な承諾を得るものとする。
5. 追加費用の負担については、関連契約、費用発生の原因及び甲乙双方の責任の有無を考慮して決定する。

[bookmark: _963rxrugnqr1]第14条（渡航の延期・中止・変更）
1. 甲が自己の都合により渡航を延期、中止又は変更する場合、速やかに乙へ通知するものとする。
2. 渡航の延期、中止又は変更に伴う返金、取消料及び変更手数料については、関連契約及び各サービス提供機関の適用条件に従う。
3. 査証不許可、疾病、事故、自然災害、感染症の拡大、渡航制限その他の事情により渡航が困難となった場合、甲乙は対応方法について協議する。
4. 乙は、渡航先の状況その他の事情により、甲の安全又は適法な渡航に重大な支障が生じるおそれがあると認める場合、合理的な根拠を示したうえで渡航計画の変更又は延期を提案することができる。
5. 渡航の中止又は変更に伴う費用精算については、法令及び関連契約に従って処理する。

[bookmark: _migbzrw2r89o]第15条（渡航先での法令遵守）
1. 甲は、渡航先国・地域の法律、条例、行政規則及び社会的慣習を尊重し、適法に行動するものとする。
2. 甲が現地法令に違反した場合、現地当局による捜査、処分、罰金、退去強制その他の措置を受ける可能性があることを確認する。
3. 甲の故意又は過失による違法行為については、乙の責めに帰すべき事由がある場合を除き、甲がその責任を負う。
4. 乙は、甲による法令違反が判明した場合、関連契約及び適用法令に従い、必要な支援の制限又は契約解除等の措置を講じることができる。

[bookmark: _vxf9q5aa4o93]第16条（個人情報の取扱い）
1. 乙は、本サービスの提供に必要な範囲で、甲の氏名、連絡先、旅券情報、渡航予定情報その他の個人情報を取得し、適用法令及び乙のプライバシーポリシーに従って取り扱う。
2. 乙は、留学先、宿泊施設、保険会社、現地提携機関その他の関係先に甲の個人情報を提供する場合、個人情報保護法その他の適用法令に従い、必要な情報提供及び同意取得等の手続を行う。
3. 甲の健康情報その他の要配慮個人情報については、法令上認められる場合を除き、必要な同意を取得したうえで適切に取り扱う。
4. 乙は、個人情報の漏えい、滅失又は毀損を防止するため、合理的かつ適切な安全管理措置を講じる。
5. 本確認書への署名のみをもって、法令上別途必要となる個人情報の第三者提供又は外国にある第三者への提供に関する同意が取得されたものとはしない。

[bookmark: _1qgn9skg3tz0]第17条（未成年者の渡航）
1. 甲が未成年者である場合、乙は、契約締結及び渡航手続に必要な範囲で、親権者その他の法定代理人による同意を確認する。
2. 未成年者の渡航に際して、渡航先国・地域、航空会社、留学先又は宿泊施設等が保護者同意書その他の書類を要求する場合、甲及び法定代理人は必要な手続を行う。
3. 未成年者に対する現地での監督、生活支援、緊急対応及び連絡体制については、関連契約又は別途の書面により定める。
4. 乙は、未成年者に対する支援内容及び責任範囲を事前に説明するものとする。

[bookmark: _qimptsm4wh4p]第18条（乙の支援業務及び責任範囲）
1. 乙は、関連契約に定める範囲で、留学先の紹介、出願支援、渡航準備に関する案内、滞在先の紹介その他の支援業務を適切に実施する。
2. 乙は、渡航先国・地域の政府機関、航空会社、留学先、宿泊施設その他の第三者が独立して行う判断又は行為について、当然にその結果を保証するものではない。
3. 乙が自ら引き受けた業務を適切に履行しなかった場合、又は乙の故意若しくは過失により甲に損害を与えた場合には、適用法令及び関連契約に従い責任を負う。
4. 本確認書のいかなる規定も、消費者契約法その他の強行法規に反して乙の責任を免除し、又は甲の権利を制限するものと解釈してはならない。

[bookmark: _ecp0cgwr9675]第19条（確認事項）
甲は、海外渡航にあたり、次の事項について説明を受け、又は資料を確認したうえで、その内容を理解したことを確認する。
□ 旅券の有効期限及び必要な渡航書類
□ 査証、電子渡航認証及び入国許可に関する条件
□ 渡航先国・地域の滞在資格及び就学・就労制限
□ 航空券、乗継便及び交通手段の利用条件
□ 留学先及び受入機関の入学条件・学則
□ 滞在先の利用条件及び生活上の注意事項
□ 渡航先の医療制度及び健康管理上の注意事項
□ 海外旅行保険及び補償内容
□ 渡航先の治安、安全情報及び緊急時の対応方法
□ 留学費用、生活費及び追加費用の発生可能性
□ 渡航延期、中止及び変更時の費用精算条件
□ 個人情報の取扱い及び関係機関への情報提供
□ 乙が提供する支援業務の範囲及び責任
□ 現地で遵守すべき法令及び滞在条件
□ 緊急連絡先及び支援体制

[bookmark: _2z3ebm7xkz1e]第20条（確認内容の変更）
1. 渡航先国・地域の法令、入国制度、留学先の規則その他の事情に変更が生じた場合、甲乙は必要に応じて本確認書の内容を見直すものとする。
2. 乙は、本サービスに重大な影響を及ぼす変更を把握した場合、合理的に可能な範囲で甲へ通知する。
3. 本確認書の重要事項を変更する場合、甲乙双方の合意により、書面又は電磁的方法で変更内容を記録するものとする。

[bookmark: _ox433aq6ftg9]第21条（協議事項）
1. 本確認書に定めのない事項又は本確認書の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は信義誠実の原則に従い協議し、円満な解決を図るものとする。
2. 本確認書に関する紛争については、日本法を準拠法とし、法令上認められる範囲で、関連契約に定める管轄裁判所を第一審の合意管轄裁判所とする。
3. 関連契約に管轄裁判所の定めがない場合は、民事訴訟法その他の適用法令に従うものとする。
[bookmark: _wyk6trf4ubz]第22条（確認書の成立及び保管）
1. 甲乙は、本確認書の内容を十分に確認し、理解したうえで、本確認書を作成する。
2. 本確認書は、書面による署名若しくは記名押印又は適法な電子署名その他の電磁的方法により確認することができる。
3. 本確認書は、甲乙それぞれが書面又は電磁的記録として保管するものとする。








以上、本確認書の内容を確認し、甲乙双方がこれに合意した証として、本書を作成する。

　　　　年　　　月　　　日

甲（留学希望者・渡航予定者）
住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

生年月日：　　　　　年　　　月　　　日

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（留学エージェント・留学支援会社）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法定代理人（甲が未成年者の場合）
住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

甲との続柄：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　

